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別 紙 
 

第１ 法人税基本通達関係 

昭和 44 年５月１日付直審(法)25「法人税基本通達の制定について」（法令解釈通達）のうち次の「改正前」欄に掲げるものをそれぞれ「改正後」

欄のように改める。 

 

一 寄附金 

改         正         後 改         正         前 

（災害の場合の取引先に対する売掛債権の免除等） 

9－ 4－ 6の 2 法人が、災害を受けた得意先等の取引先（以下９－４－６の３

までにおいて「取引先」という。）に対してその復旧を支援することを目的と

して災害発生後相当の期間（災害を受けた取引先が通常の営業活動を再開する

ための復旧過程にある期間をいう。以下９－４－６の３において同じ。）内に

売掛金、未収請負金、貸付金その他これらに準ずる債権の全部又は一部を免除

した場合には、その免除したことによる損失の額は、寄附金の額に該当しない

ものとする。 

既に契約で定められたリース料、貸付利息、割賦販売に係る賦払金等で災害

発生後に授受するものの全部又は一部の免除を行うなど契約で定められた従

前の取引条件を変更する場合及び災害発生後に新たに行う取引につき従前の

取引条件を変更する場合も、同様とする。 

(注)１ 「得意先等の取引先」には、得意先、仕入先、下請工場、特約店、代理

店等のほか、商社等を通じた取引であっても価格交渉等を直接行っている

場合の商品納入先など、実質的な取引関係にあると認められる者が含まれ

る。 

 ２ 本文の取扱いは、新型インフルエンザ等対策特別措置法の規定の適用を

受ける同法第２条第１号((定義))に規定する新型インフルエンザ等が発生

し、入国制限又は外出自粛の要請など自己の責めに帰すことのできない事

（災害の場合の取引先に対する売掛債権の免除等） 

9－ 4－ 6 の 2 法人が、災害を受けた得意先等の取引先（以下９－４－６の３

までにおいて「取引先」という。）に対してその復旧を支援することを目的と

して災害発生後相当の期間（災害を受けた取引先が通常の営業活動を再開する

ための復旧過程にある期間をいう。以下９－４－６の３において同じ。）内に

売掛金、未収請負金、貸付金その他これらに準ずる債権の全部又は一部を免除

した場合には、その免除したことによる損失の額は、寄附金の額に該当しない

ものとする。 

 既に契約で定められたリース料、貸付利息、割賦販売に係る賦払金等で災害

発生後に授受するものの全部又は一部の免除を行うなど契約で定められた従前

の取引条件を変更する場合及び災害発生後に新たに行う取引につき従前の取引

条件を変更する場合も、同様とする。 

(注) 「得意先等の取引先」には、得意先、仕入先、下請工場、特約店、代理店

等のほか、商社等を通じた取引であっても価格交渉等を直接行っている場合

の商品納入先など、実質的な取引関係にあると認められる者が含まれる。 
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改         正         後 改         正         前 

情が生じたことにより、売上の減少等に伴い資金繰りが困難となった取引

先に対する支援として行う債権の免除又は取引条件の変更についても、同

様とする。 

 

（災害の場合の取引先に対する低利又は無利息による融資） 

9－ 4－ 6の 3 法人が、災害を受けた取引先に対して低利又は無利息による融

資をした場合において、当該融資が取引先の復旧を支援することを目的として

災害発生後相当の期間内に行われたものであるときは、当該融資は正常な取引

条件に従って行われたものとする。 

(注) 本文の取扱いは、９－４－６の２(注)２の取引先に対する支援として行

う低利又は無利息による融資についても、同様とする。 
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